
［事案 24-32］ 保険金支払請求  

・平成 24年 8月 27日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

契約失効後の復活から３年以内の自殺に当たるとして保険金が支払われなかったことを

不服とし、失効の取消しと死亡保険金の支払いを求めて、申立てがあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 20 年７月に加入、平成 23 年４月に契約が失効し、同月に復活した利率変動積立型

終身保険について、申立人（自殺した夫の妻）に対して、保険会社の担当者から自殺免責

期間が復活の日から再計算される旨の説明もなく、安易に復活の話を勧められた。失効前

に自殺免責期間にかかる説明があれば、未払いの保険料を支払って失効を免れることがで

きていたので、失効を取消したうえで、死亡保険金を支払ってほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

保険会社の担当者は、保険料支払期限の当日になって申立人から保険料相当額を用意で

きない旨の申出を受けたために、失効が不可避であると考えて復活の説明をしたにすぎず、

復活を勧めたわけではない。また、失効時に自殺免責に関する不利益を説明する義務は無

い。 

＜裁定の概要＞ 

裁定審査会では、保険会社の担当者が復活後自殺免責条項に関する説明をせず、安易に

保険契約の復活を勧めたために、死亡保険金を受領することができなくなり、損害が発生

したと主張していることから、保険会社の担当者の説明義務違反を原因とする不法行為(民

法 715条)に基づく損害賠償を請求しているものと解し、当事者から提出された申立書、答

弁書等の書面の内容にもとづき審理した。 

審理の結果、下記の理由により申立内容は認められないことから、指定（外国）生命保

険業務紛争解決機関「業務規程」第 37条にもとづき、裁定書をもってその理由を明らかに

して裁定手続を終了した。 

(1)以下の理由により、担当者が申立人および契約者（被保険者）に対して、本契約が失効

する前に復活後の自殺免責条項の説明を行う義務があったものと認めることはできず、

保険会社が不法行為責任を負うものとは考えられない。 

①担当者が保険契約の復活の説明をする際に、保険契約の復活後３年以内に被保険者が

自殺することを担当者が予期することは通常不可能である。 

②担当者が保険契約の復活の説明をする際に、あえて復活後自殺免責条項の説明を行う

ことは、被保険者が自殺を図るのではないかとの疑いを持っているかのような印象を

与えることとなり、このような説明を行うことは困難である。 

(2)なお、保険契約は附合契約であり、その契約内容は約款の記載に従って定められるが、

本契約の約款によれば、保険契約を復活した日から３年以内に被保険者が自殺した場合

には保険金の支払いが免責される旨記載されており、本件のような場合においては死亡



保険金は支払われない。 

【参考】 

 民法 715条（使用者等の責任） 

  ある事業のために他人を使用する者は、被用者がその事業の執行について第三者に加えた損害を賠償する責任   

を負う。ただし、使用者が被用者の選任及びその事業の監督について相当の注意をしたとき、又は相当の注意

をしても損害が生ずべきであったときは、この限りでない。  

 ２  使用者に代わって事業を監督する者も、前項の責任を負う。  

 ３  前二項の規定は、使用者又は監督者から被用者に対する求償権の行使を妨げない。 

 

 


